障害者自立支援施策の充実に関する意見書
障害者の地域生活と就労を推進し、その自立を支援する観点から、障害者福祉の総合化を図るための障害者自立支援法案が本年２月に国会に提出され、現在審議中となっています。
　本法案は、平成１５年４月からの障害者支援費制度の施行後、サービス利用者が急増したことに伴う財源不足と、政府が昨年発表した「改革のグランドデザイン案」に示された考え方が背景となっています。その内容としては、福祉サービスや公費負担による医療を受ける際のサービス量や医療費に応じて原則１割の自己負担を求めるほか、在宅サービスや施設体系の再構築など、これからの障害者施策の方向性に大きな影響を及ぼすものとなっています。
　これでは、利用者の負担増や十分なサービスが受けられなくなり、弱い立場になる障害者ほど負担が重くなるという問題があります。しかし、障害者本人やその家族からは大きな不安の声が上がっているものの、これらの声が審議の場である国会に十分届いているとは思えません。
　よって、国会及び政府は、障害者自立支援法案について、十分な意見聴取により障害者団体等関係者の現状を把握し、今後とも十分な審議を尽くすとともに、障害者自立支援施策を一層充実するよう強く求めます。
　

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
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